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概　要

　組織間取引における目標の実現に向けて相手企業の協力を促すために行われるマ

ネジメント・コントロールを，組織間コントロールという。管理会計研究では，バ

イヤー・サプライヤーの取引などで行われる組織間コントロールや，それが取引の

成果に与える影響が議論されている。従来の研究は，期待されている取引の成果を

実現するうえで組織間コントロールがどのように役立つかについて論じてきた。

　一方で，組織間取引において企業が求める内容は異なっており，取引の成果につ

いてもこれまで論者によって多様な視点から議論されてきた。加えて，組織間取引

で必ずしも期待された成果が実現されるとは限らないことから，どのような状況で

組織間コントロールを通じて取引の成果が高まるのか（または，低下するのか）な

どについても関心が向けられつつある。

　こうして様々な議論が行われてきたことを踏まえて，本稿では，組織間コントロ

ールとその帰結（取引の成果）に関して先行研究でどのようなことが説明されてき

たのかを整理し，今後の課題を示す。このために，組織間コントロールを対象とす

る文献レビューを行う。

キーワード：組織間コントロール，成果，取引リスク，バイヤー・サプライヤー関係

1．はじめに

　組織間取引では，相手企業との利害や活動の調整に対処するために，組織間コントロール

が実施される。そのため，管理会計研究では，バイヤー・サプライヤーの取引などで行われ

る組織間コントロールや，それが取引の成果に与える影響が議論されている（窪田ほか

2010 ; Caglio and Ditillo 2008）。従来の研究は，期待されている取引の成果を実現するうえ

で組織間コントロールがどのように役立つかについて論じてきた（Cooper and Slagmulder 

2004）。

　一方で，組織間取引において企業が求める内容は異なっており，取引の成果についても
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これまで論者によって多様な視点から議論されてきた（窪田ほか 2010）。加えて，組織間

取引で必ずしも期待された成果が得られるとは限らないことから（Caglio 2018 ; Kajüter and 

Kulmala 2005 ; Windolph and Moeller 2012），どのような状況で組織間コントロールを通じ

て取引の成果が高まるのか（または，低下するのか）などについても関心が向けられてきて

いる（Pernot and Roodhooft 2014 ; Reusen and Stouthuysen 2017）。こうして様々な内容に

ついて議論が行われてきたことを踏まえて，これまでの研究状況や議論の方向性を示すこと

は，組織間管理会計研究をさらに発展させるために重要である。

　本稿では，組織間コントロールと取引の成果について先行研究でどのようなことが説明さ

れてきたのかを整理し，今後の課題を明らかにする。このために，組織間コントロールに関

する文献レビューを行う。

　本稿の構成は，次の通りである。第 2 節では，本稿で扱う基礎概念である組織間コントロ

ール，取引の成果，組織間コントロールと取引の成果にかかわる要因（状況要因）について

説明する。第 3 節でレビューの方針を示す。第 4 節では，組織間コントロールと取引の成果

に関する議論の現状と課題を考察する。第 5 節では，レビュー全体を総括する。

2．基礎概念

2. 1　組織間コントロール
　組織間コントロールは，組織間取引における目標の実現に向けて相手企業の協力を促すた

めに行われるマネジメント・コントロールである（坂口 2022 ; Dekker 2004）。組織間コント

ロールには，結果コントロール，行動コントロール，社会コントロールという主に 3 つのタ

イプがある（Dekker 2004）。

　結果コントロールは，取引による結果を高めるために行われる。結果コントロールには，

売上高，原価低減額，利益率などの結果の目標を特定し，その目標に関する取引相手の到

達度を評価し，評価に基づいて報酬を与えるという一連の活動が含まれる（Dekker 2004 ; 

Stouthuysen et al. 2017）。

　行動コントロールでは，取引相手の行動やその実施プロセスに影響を与える。行動コント

ロールを通じて，バイヤーは，手続きやルールを基に行動の実施状況を評価し，それらを遵

守するように取引企業に対して取り組みを促す（Dekker 2004 ; Stouthuysen et al. 2017）。

　社会コントロールは，社会的関係に基づいて実施されるコントロールである。バイヤーは，

相手企業の選定段階での相互理解の形成や取引実施段階での継続的な会合などでの社会化プ

ロセスを通じて，取引相手による取引へのコミットメントを高めようとする（Dekker 2004 ; 

Stouthuysen et al. 2017）。

　これらのコントロールのタイプは，かかわり合っている（Dekker 2004）。組織間取引の
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管理においてコントロールのタイプを組み合わせて利用することが重要だと考えられる。

2. 2　取引の成果
　組織間コントロールを通じて相手企業による目標の達成度を高めたり，手順やルールの遵

守を促したり，さらには信頼関係を形成したりすることで，取引の成果においても望ましい

影響がみられると考えられている（Dekker 2004）。

　ただし，取引の成果をどのように捉えるかは，論者によって異なる（窪田ほか 2010）。多

くの先行研究は，特定の企業業績（利益率，品質，納期など）について議論してきた（窪田

2001, 2012 ; 坂口ほか 2009 ; Frances and Garnsey 1996 ; Mahama 2006 ; Matsumura and 

Schloetzer 2018）。一方で，第 4 節でもみるように，他の研究では，コントロール活動にかか

る負担（坂口 2019 ; Anderson and Dekker 2005 ; Anderson et al. 2017 ; Dekker et al. 2018 ; 

Phua et al. 2011），契約の更新（Schloetzer 2012）のように，特定の企業業績にとどまらず，

幅広い内容を対象にした取引の成果についても議論されている。

2. 3　状況要因
　先行研究では，組織間コントロールやその成果が様々な状況で変化することから，状況要

因についても議論されている。具体的には，主なものとして，取引リスクの枠組みに沿った

要因に関する研究（Pernot and Roodhooft 2014 ; Reusen and Stouthuysen 2017），その他要

因（組織間取引のタイプなど）に関する研究（Ittner et al. 1999 ; Stouthuysen et al. 2017）

がある。このうち 2. 3 では，組織間管理会計研究でしばしば議論される取引リスクについて

確認する。

　組織間では計画されたように活動が進まなかったり，目標通りに成果が実現されなかった

りすることが生じるものであり，こうした取引リスクの低減がコントロールを通じて対処す

べき問題だとされている。組織間管理会計研究では，取引で生じるリスクの中でも関係リス

クと成果リスクへの対応が，組織間コントロールの設計や利用において重要だと考えられて

いる（坂口・河合 2011 ; Dekker 2004）。

　まず，関係リスクは，当事者間での利害の調整にともない生じる。関係リスクは，取引相

手による機会主義的な行動によって自社が不利益を被るリスクにいかに対処すればよいのか

という問題とかかわっている。関係リスクへの対処において，相手企業の意図や期待，さら

には自社が求める能力を相手企業がどの程度もっているかを把握することが重要である。

　次に，成果リスクは，遂行されるタスクの調整にともない生じる。成果リスクは，共通の

目標を実現するために相互依存的なタスクをいかに調整するのかという問題とかかわってい

る。成果リスクに対処するうえで，取引の目的，扱う業務の範囲，活動の内容を明確にする

ことが重要である。
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　なお，先行研究では，分析上は関係リスクと成果リスクを統合的にみて取引リスクとする

ことも多いことから，第 4 節のレビューでは取引リスク全体を想定して考える。

　取引リスクとかかわる主な要因として，不確実性，相互依存性などの取引・取引相手の特

徴が考えられる。先行研究は，これらによって生じる取引リスクを低減し，取引の成果を実

現するため，組織間コントロールがどのように実施されるのかを議論している（Pernot and 

Roodhooft 2014 ; Reusen and Stouthuysen 2017）。さらに，取引リスクの枠組みを発展させ

る形で議論が展開されている（Reusen and Stouthuysen 2017）。第 4 節では，こうした近年

の動向も踏まえて現状について検討していく。

3．レビューの方針

　組織間コントロールと取引の成果に関する議論の状況を明らかにするため，本稿では，文

献レビューを行う。レビューにあたり，当該トピックについて論じた文献を収集し1），これ

らの内容を確認することで，組織間コントロールと取引の成果について議論している文献を

選択した。

　本稿では，2 つの点についてレビューを行った。第一に，組織間コントロールを通じて得

られる取引の成果がどのように説明されているかということである。第二に，組織間コント

ロールと取引の成果を規定する要因（状況要因）としてどのようなものが考えられているか

ということである。レビュー対象とする文献 16 件の議論の状況は，本文末の付表で示した

通りである。

4．組織間コントロールとその帰結：議論の現状と課題

4. 1　取引の成果を多面的に捉えた議論
　先行研究は，組織間コントロールが取引上の財務・非財務的な成果に与える影響について

議論してきた（窪田 2001, 2012 ; 坂口ほか 2009 ; Frances and Garnsey 1996 ; Mahama 2006 ; 

Matsumura and Schloetzer 2018）。このうち，Mahama （2006）は，戦略的サプライヤー関

係において，組織間コントロールの 2 つのタイプ（業績測定システムと社会化プロセス）と

協働の関係や，それが取引の成果にどのように反映されているのかを分析している。オース

トラリアにおける鉱物産業のサプライヤー関係を対象とした質問票調査の結果，組織間コン

トロールのうち業績測定システムは，協働の 3 つの次元（情報交換，問題解決，変化への適

応意欲）と直接的な正の関連性をもつことが明らかになった。また，業績測定システムは情

報交換を介してパワー行使の抑制と間接的な正の関連性をもつことも示された。さらに

Mahama （2006）は，協働の 3 つの次元（問題解決，変化に対応する意欲，パワー行使の抑
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制）が，取引の成果（バイヤーの認知による，コスト削減，品質向上，納期の遵守度，質の

高い意思決定に対するサプライヤー関係の貢献度）と直接的な正の関連性をもつ一方で，情

報交換とはパワー行使の抑制を介して間接的な正の関連性をもつことも明らかにした。一方，

組織間コントロールのうち社会化プロセスは，情報交換とパワー行使の抑制を介して取引の

成果と間接的な正の関連性をもつことも明らかになった。これらの結果は，組織間コントロ

ールが取引の成果の実現に貢献するものであることを裏付けたものだといえる。他の研究で

も，顧客関係を含むサプライチェーン上での組織間コントロールとバイヤーなどからみた財

務・非財務的な成果との関連性について分析している（窪田 2001, 2012 ; 坂口ほか 2009 ; 

Frances and Garnsey 1996 ; Matsumura and Schloetzer 2018）。

　次に，取引の成果については，上記のような企業業績のほかに，コントロール活動にかか

る負担の観点からも議論されている（坂口 2019 ; Anderson and Dekker 2005 ; Anderson et 

al. 2017 ; Dekker et al. 2018 ; Phua et al. 2011）。例えば，坂口（2019）は，バイヤーが組織

間コントロールの一種である取引企業の選択を行う際にどの程度の負担や努力を要するのか

を議論している。そのために，日本の加工組立型企業を対象とした質問票データを用いて，

取引相手の選択で重視する選択項目と，取引相手の探索にかかわる努力や負担との関連性に

ついて分析している。結果，業務レベルの項目や，製品開発に関連する項目を重視して取引

相手を選択する場合に，多くの努力や負担を投じる必要があることを明らかにしている。ま

た，より詳細にみると，業務レベルの項目を重視する際には，選択対象となる取引相手を広

げる必要があることや，戦略上重要な製品開発関連の項目を重視する場合に，多くの人材を

投入し，時間をかけて取引相手を選択する必要があることを示している。同様に，他の研究

でも，取引の形成段階や実施段階でバイヤーが取引企業へのコントロールを行ううえでの負

担2）が議論されている（Anderson and Dekker 2005 ; Anderson et al. 2017 ; Dekket et al. 

2018 ; Phua et al. 2011）。このように，企業業績だけでは捉えきれなかった成果の内容につ

いても，研究が進められている。

　さらに，組織間コントロールは，特定時点の成果のみならず，組織間取引における将来の

企業行動に影響することも明らかにされてきた（Schloetzer 2012）。Schloetzer （2012）は，

サプライチェーン上で行われる取引相手との情報共有やプロセス改善の実施度合いが取引の

成果にどのように影響するのかを，アメリカの大手石油精製元売りから収集した販売代理店

企業 156 社との取引に関するデータを用いて分析している。Schloetzer （2012）では，情報共

有について電子システムや対面によるやり取りを通じた重要な意思決定情報の共有が考えら

れている。また，プロセス改善については組織間でのプロセスの標準化・調整が考えられて

いる。さらに，取引の成果には，販売量の成長率，販売量の生産性，製品単位あたり売上総

利益でみた顧客ごとの収益性という販売活動の業績に加えて，取引の契約更新の有無が考え

られている。分析によって，取引相手である販売代理店企業のマーケティング活動上の要望
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に対処できるように大手石油精製元売りが情報共有やプロセス改善の範囲を広げることがで

きれば，より大きな業績に結びつくという結果が得られた。さらに，販売活動の評価が高ま

ることで取引契約の更新においてプラスの影響が生じることも明らかになった。

　以上のように，先行研究では，組織間コントロールと関連付けて議論される取引の成果に

ついて，財務的・非財務的な内容，コントロール活動の負担が考えられてきた。また，コン

トロールが組織間取引における将来の企業行動に与える影響についても分析が行われてきた。

これらの研究は，取引の成果に関して多面的に理解する機会を提供してきたといえる。一方，

先行研究の多くは，バイヤーなど組織間取引の中心的な企業からみた成果の把握にとどまる。

相手企業や組織間取引全体でみた成果についてもあわせて分析することが，より深い理解へ

とつながるだろう。加えて，先行研究では，契約や業績測定のような組織間コントロールの

特定の要素に関する議論が豊富にみられるのに対して，こうした要素が手続きやルールなど

その他要素とともにどのような関係性のもとで利用されているのかについては明確にされて

いないことが多い。組織間コントロールが様々な要素で構成されることに注意すると

（Dekker 2004），コントロールの組み合わせに注目して，それが取引の成果に与える影響を

分析することも重要である。

4. 2　状況要因を考慮した議論
　先行研究は，組織間コントロールと取引の成果に影響する要因（状況要因）を議論してい

る。状況要因について，取引リスクの枠組みに沿った要因，その他要因が考えられる。

　まず，取引リスクの枠組みに沿った議論として，Pernot and Roodhooft （2014）がある。

この研究は，取引リスクにかかわる要因（不確実性，相互依存性などの取引の特徴）とそれ

に対する組織間コントロール（結果，行動のコントロール，信頼構築を主とする非公式のコ

ントロール）の適合度が，取引の成果とどのように関連するのかを，ベルギーの自動車メー

カーのバイヤー・サプライヤー関係に関する長期的な事例研究を通じて明らかにしている。

事例において，バイヤーが実施する組織間コントロールが取引の状況と適合しない場合には，

取引の成果（品質でみたオペレーションの成果）が低下していた。ただし，このような悪い

影響は一時的に生じたものであって，バイヤー・サプライヤーにおける担当者を介した信頼

構築などを通じて状況に応じたコントロールの見直しが進められていくことにより，オペレ

ーションの成果も改善されていった。このように，Pernot and Roodhooft （2014）は，組織

間取引の経時的な分析を通じて，取引の特徴と組織間コントロールの適合度の変化やそれに

ともなう取引の成果への影響を示している。

　次に，その他要因については，組織間取引のタイプに注意して，組織間コントロールと取

引の成果との関連性が議論されている。こうした研究の 1 つとして，Ittner et al. （1999）が

ある。この研究は，サプライヤーの選定・評価が，バイヤー側の企業業績に与える影響につ
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いて，サプライヤー関係のタイプ（距離をおいた関係，協調的な関係など）によってどのよ

うな相違があるのかを検討した。Ittner et al. （1999）は，サプライヤーの選定・評価につい

て，品質，納期，技術力などの非価格情報を用いた選定基準の使用，サプライヤーの認定制

度の実施，サプライヤーのミーティングへの参加，サプライヤーへの支援を考えている。ま

た，バイヤー側の企業業績は，バイヤーの利益率，製品の品質，製品開発のサイクルタイム，

安定した取引が可能なサプライヤーの割合を考えている。日本・アメリカ・カナダ・ドイツ

における自動車・コンピュータ産業を対象とした質問票調査のサンプル 249 件を分析した結

果，協調的な関係では，サプライヤーの選定・評価実務が活発に実施されることでバイヤ

ー側の企業業績にプラスの効果がみられた。これに対して，距離をおいた関係では企業業

績に対する顕著な効果は確認できなかった。これらの結果は，サプライヤー関係のタイプ

に応じてコントロールの活動を行っていくことが重要であることを示している。同様に，

Stouthuysen et al. （2017）は，組織間の取引関係を形成する目的を探索型，活用型，両利き

型に分類し，それぞれのタイプで用いられるコントロールと取引の成果との関連性について

議論している。

　さらに，近年では，前述の取引リスクにかかわる要因とその他要因を関連付けた議論も行

われている。Reusen and Stouthuysen （2017）は，取引リスクにかかわる要因（取引の特徴）

と組織間コントロールの不適合が生じるメカニズムについて，組織間での模倣に注目し議論

している。バイヤー・サプライヤー関係に関する質問票調査データを用いて，取引の特徴

（不確実性，相互依存性など），組織間コントロール（結果，行動，社会のコントロール），

取引の成果（オペレーションの成果である品質，納期，即応性，売上，技術サポート，コス

ト）について分析した。結果，取引の特徴と整合しない過剰なまたは不十分な組織間コント

ロールがあり，取引の成果に関してサンプル間で有意な差がみられた。また，バイヤーとサ

プライヤーの関係に加えて，バイヤーと顧客の関係を考慮したところ，顧客がバイヤーに対

して行うコントロールと，バイヤーがサプライヤーに対して行うコントロールに関して類似

性がみられた。さらに，こうした類似性は，組織間コントロールの不適合と正に関連してい

た。これらの点を踏まえて，Reusen and Stouthuysen （2017）は，バイヤーが顧客による管

理の内容を模倣して自社のサプライヤーへの組織間コントロールを行っていた可能性があり，

それまでの研究で議論されてきたような取引の状況に応じたコントロール上の対応とは異な

る非合理的な行動となっていたことを説明している。

　このように，先行研究では，組織間コントロール，取引の成果に影響する主な状況要因と

して，取引リスクにかかわる取引・取引相手の特徴を考えることが多かった。さらに，近年

では，組織間取引のタイプ，組織間での模倣など，取引リスクの枠組み以外での要因も注目

されている。ただし，取引リスク要因とその他要因を関連付ける際には，組織間取引で想定

される期間に関して注意を要する。上記のように，取引の特徴と組織間コントロールの間で



図表1　組織間コントロールとその帰結に関する議論の枠組み

（出所）筆者作成。
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一時的に不適合が生じる場合でも，より長期的にみると企業の努力で解消される可能性もあ

る（Pernot and Roodhooft 2014）。しかし，先行研究には特定時点での組織間コントロール

の内容やその類似性に注目した説明にとどまるものがあり（Reusen and Stouthuysen 2017），

時間幅を広げた分析を通じて知見を深めていく必要がある。

4. 3　今後の課題
　4. 1 と 4. 2 で行った現状の整理を基に，組織間コントロール，取引の成果，状況要因のそ

れぞれについて今後さらに検討すべき課題を考えよう。その全体像を示したのが，図表 1 で

ある。

　第一に，組織間コントロールの多様な側面に注目することが必要である。先行研究では，

契約や業績測定などの特定の要素に議論が集中していた。組織間コントロールは様々な要素

で構成されることを踏まえると（Dekker 2004），主要な要素に注意するとともに，その他要

素を含むコントロールの組み合わせ，さらにはそのバリエーションも考慮し，取引の成果と

の関連性を議論することが重要である。加えて，組織間コントロールの研究ではほとんど議

論されていないコントロールの分析視点を取り入れることも有効であろう。例えば，コント

ロールの利用方法（診断的利用，双方向的利用）の区分を踏まえた議論が考えられる。

　第二に，組織間コントロールが取引の成果においてもつ効果についてより広範囲にわたる

検討を行う必要がある3）。これまで，財務的・非財務的な目標の到達度などの企業業績への

影響に加えて，いくつかの研究ではコントロール活動の負担，さらには取引の更新の有無と

いった組織間取引における将来の企業行動への影響も議論されている。ただし，多くの先行

研究ではバイヤーなど中心的な企業の立場からみた議論にとどまっている。サプライヤーな

どの相手企業の立場からみることや，双方のインタラクションを通じて組織間取引全体で実
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現された成果を議論することなど，多面的な理解をさらに深める工夫が可能である。

　第三に，組織間コントロールと取引の成果に影響する状況要因についてより詳細な議論が

必要である。先行研究は，取引リスク要因（取引・取引相手の特徴）が組織間コントロール，

取引の成果に与える影響を主な対象として議論してきた。一方，その他要因に関しては特定

時点での説明にとどまるなど議論が十分進んできたとはいえない。先行研究で扱われてきた

要因について時間幅を広げた分析を行うことが重要である。また，これまであまり扱われて

こなかった要因に目を向けることも有効であろう。例えば，リスクマネジメントの議論を援

用することで，取引リスクの管理に対するマネジャーの向き合い方が組織間コントロールや

取引の成果とどのようにかかわるのかを議論することがあげられる（Jordan et al. 2013）。こ

うした工夫を通じて，状況要因に関する研究をさらに進める必要がある。

5．おわりに

　本稿では，組織間コントロールと取引の成果に関して先行研究でどのようなことが説明さ

れており，また今後どのような課題があるのかを明らかにすることを目指してきた。このた

めに，組織間コントロールに関する文献レビューを行った。第 4 節までの議論によって得ら

れた結論は，次の通りである。

　第一に，取引の成果に関して既に様々な観点から研究が行われてきた。先行研究では，従

来は利益率などの企業業績に基づき考えられていたのに対して，近年ではコントロール活動

の負担，契約の更新のように，特定の企業業績と関連付けるだけでは説明が不足していた部

分の議論が進められてきた。一方，取引の成果については，バイヤーなど中心的な企業の視

点からの考察に集中しすぎていることが課題になっていた。これに関して，本稿は，双方の

視点に注意した分析の可能性を提示した。加えて，本稿は，組織間コントロールの多様な側

面を説明するための工夫として，コントロールの組み合わせにも注意して取引の成果との関

連性を分析することを提案した。

　第二に，組織間コントロールと取引の成果の関連性にかかわる状況要因の研究も進められ

てきた。これまでの研究では，状況要因として，取引リスク要因が主に考えられてきたほか，

近年では，組織間取引のタイプ，組織間での模倣などのその他要因に注目した議論もみられ

る。状況要因に関して，本稿は，時間幅や対象の内容を広げる必要があることを今後の課題

として指摘した。

　本レビューを通じて明らかになった以上の点を足掛かりに，今後さらなる研究を行ってい

く必要がある。

付記：本稿は，JSPS 科研費 JP19K13861, JP22K13515 による研究成果の一部である。



付表　組織間コントロールと取引の成果に関する議論の状況

研究名 組織間コントロールの内容 取引の成果の内容

窪田 2001
組織間インタラクティブ・コントロー
ル・システム（デザイン・イン，VE
提案，VE 事例集，コストテーブル）。

組織間コストマネジメントの成果（ト
ータルコストの削減，品質の向上，開
発リードタイムの削減，顧客ニーズに
あった製品開発，サプライヤーへの技
術移転，サプライヤーからの技術移
転）。

坂口ほか 2009
顧客関係マネジメント（顧客企業との
協働，財務指標・非財務指標の利用）。

製品の販売側である製造企業の売上高，
利益率。

窪田 2012
組織間コントロール（開発活動のモニ
タリング）。

組織間の成果（開発戦略の実現，技術
的成果，当初の提携目的の達成，提携
事業戦略の実現，目標原価の達成，提
携目的以外の新たな価値の創造，開発
スケジュールの短縮）。

坂口 2019
業務，共通性，評判，製品開発を考慮
した取引相手の選択。

探索活動の負担（探索段階における範
囲の広さ，時間の長さ，人的資源の多
さ）。

Frances and 
Garnsey 1996

情報通信技術を用いた取引上の管理。 システム全体でかかるコスト。

Ittner et al. 
1999

サプライヤーの選定・評価（品質，納
期，技術力といった非価格情報を用い
た選定基準の利用，サプライヤーの認
定制度の実施，サプライヤーのミーテ
ィングへの参加，サプライヤーへの支
援）。

バイヤーの企業業績（利益率，製品の
品質，製品開発のサイクルタイム，安
定した取引が可能なサプライヤーの割
合）。
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注
1 ）文献の収集では，Google Scholar，Scopus，CiNii，J-STAGE を用いて，‘組織間コントロー

ル’，‘組織間マネジメント・コントロール’，‘組織間管理会計’ を主なキーワードとして検索し
た。ただし，1 回のみの検索では限界があるため，2022 年の 4 月，8 月と時期を分けてそれぞ
れ同様のキーワードによる検索を行い，その都度，追加すべき文献も確認した。加えて，検索
で該当した文献で参照されている文献も補足的に収集した。

2 ）これらの研究では，‘コントロールのコスト’ とよばれており，財務的な内容以外も含む広い意
味での負担を表す概念として用いられている（Anderson and Dekker 2005 ; Anderson et al. 
2017 ; Dekket et al. 2018 ; Phua et al. 2011）。

3 ）本稿で説明した内容とは逆に，‘取引の成果→組織間コントロール’ という関連性も考えられる。
しかし，4. 3 の考察では，組織間コントロールを通じて取引上どのような成果が実現されるの
かに関心があることから，‘組織間コントロール→取引の成果’ という関連性のみを議論の対象
としている。



（出所）筆者作成。

Anderson and 
Dekker 2005

取引で締結される契約の範囲と各要素
群（権限の付与，製品と価格，アフタ
ーサービス，法的措置）の実施度。

契約のコスト（交渉や契約の作成にか
かる時間）。

Mahama 2006 業績測定システムと社会化プロセス。

バイヤーの認知による，コスト削減，
品質向上，納期の遵守度，質の高い意
思決定に対するサプライヤー関係の貢
献度。

Phua et al. 
2011

市場ベース，信頼ベース，官僚ベース
のコントロール。

サプライヤーを切り替えるスイッチコ
スト（機会コスト，新たなサプライヤ
ーとの関係におけるコントロールを構
築するためのコスト）。

Schloetzer 
2012

サプライチェーンの統合的管理（情報
共有やプロセス改善）。

販売活動の業績（販売量の成長率，販
売量の生産性，製品単位あたり売上総
利益でみた顧客ごとの収益性），取引の
契約更新の有無。

Pernot and 
Roodhooft 
2014

行動と結果のコントロール，信頼構築
を主とする非公式のコントロール。

品質でみたオペレーションの成果。

Anderson et 
al. 2017

行動と結果のコントロール。
コントロール活動の負担（取引の管理
実施後も残るリスク）。

Reusen and 
Stouthuysen 
2017

結果，行動，社会のコントロール。分
析上は，コントロール実施の範囲を考
慮している。

サプライヤーのオペレーションの成果
（品質，納期，即応性，売上，技術サポ
ート，コスト）。

Stouthuysen 
et al. 2017

行動，結果，非公式のコントロール。
品質，技術，業務の効率性，財務目標
の達成度など。

Dekker et al. 
2018

契約の締結。分析上は，契約の特徴
（契約の複雑さ，期間，更新規定の明確
さ，契約の柔軟さ）を考慮している。

交渉と契約の作成にかかわる負担。

Matsumura 
and 
Schloetzer 
2018

構造的な意思決定（規模，範囲，複雑
さ），業務の管理。

サプライヤーの集中度，財務・非財務
的な成果。
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